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研究成果の概要（和文）：本研究では、近年世界各国で広く関心が寄せられている生活習慣病とされる糖尿病に
着目し、糖尿病患者の特性と糖尿病発症のリスク要因に行動経済学的なファクターがどのような関連性をもつか
を、経済実験及び神経経済学実験によって明らかにした。また、糖尿病発症後の治療経過と行動経済学的ファク
ターの関連を大規模実験を実施することによって組織的に検討し、糖尿病治療に必須とされる生活習慣の改善は
どのような治療によって達成されるかを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：In this study, we focused on diabetes mellitus, a lifestyle-related disease 
that has recently been attracting widespread attention in many countries worldwide, and clarified 
how behavioral economic factors are related to the characteristics of diabetic patients and risk 
factors for the development of diabetes through economic and neuroeconomic experiments. In addition,
 we systematically examined the association between behavioral economic factors and the course of 
treatment after the onset of diabetes by conducting large-scale experiments and clarified what kind 
of lifestyle improvement, which is essential for the treatment of diabetes, can be achieved by such 
treatment.

研究分野： 行動経済学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
今日、人々の食生活やライフスタイルの変遷にともない、人々の生活習慣と様々な病との関連が次々に指摘さ
れ、社会的にも大きな関心事となっている。人々の生活習慣に起因する病とされる糖尿病、脂質異常症、高血
圧、高尿酸血症などの生活習慣病をいかに対処するかという課題は、全世界的に大きな社会問題となっている。
これらの生活習慣病をいかに予防していくかは社会的にも大きな課題であるといえよう。本研究では、これらの
背景を受けて、主に行動経済学、実験経済学、神経経済学的手法を有機的に組み合わせて、生活習慣病の発症要
因の検討及びその予防法について検討するものであり、社会的も重要な課題だと思われる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
今日、人々の食生活やライフスタイルの変遷にともない、人々の生活習慣と様々な病との
関連が次々に指摘され、社会的にも大きな関心事となっている。人々の生活習慣に起因する
病とされる糖尿病、脂質異常症、高血圧、高尿酸血症などの生活習慣病をいかに対処するか
という課題は、全世界的に大きな社会問題となっている。これらの生活習慣病のなかでも、
糖尿病の予防や糖質制限を伴う治療に関しては、全世界的な関心事であるといえよう。 
こうした背景を受け、特に生活習慣に起因する糖尿病（2 型糖尿病）を予防し、人々が健
康な生活をおくるための処方を模索する取り組みが全世界的に進んでいる。2014 年には世
界保健機関（WHO）は、1 日の摂取カロリーに砂糖などの糖質が占める割合を従来の 10％
から 5％にすべきだという指針を発表し、2016 年には糖質を含む食料への課税を促す呼び
かけを発表している。糖質を多く含む清涼飲料への課税は、米国カリフォルニア州のバーク
レー市やフィラデルフィア州で、デンマークではポテトチップスへの課税が、ルーマニアで
はジャンクフードへの課税が始まっている。健康に影響を与える食品への課税政策の背後
には、課税によって人々の高糖質食品の消費購買行動を抑制させることで生活習慣病を予
防し、医療費の削減を意図しているものである。これらの取り組みは現在各国で始まったば
かりであるが、糖尿病予防にどの程度効果を示すかは、未だ定まった見解はない。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、上述のように生活習慣病として現在世界各国で関心が寄せられている
糖尿病に着目し、糖尿病の予防として展開されつつある各種施策や政策の効果を、行動経済
学、実験経済学および神経経済学的アプローチを用いて検討することにある。糖尿病患者は
主に、2 つのタイプにわけられる。1 つ目のタイプは、免疫異常等によって膵臓からのイン
シュリン分泌量が著しく低下することによって引き起こされる 1 型糖尿病とよばれるタイ
プである。1 型糖尿病疾患は、主に遺伝的な免疫異常等によって膵臓からのインシュリン分
泌量が低下することが主要因とされ、患者の生活習慣に起因する疾患ではない。もう一つタ
イプは、日々の生活における食べ過ぎや運動不足に起因する疾患であり、2 型糖尿病とよば
れ、日本人の場合、糖尿病患者の約 95％は 2 型糖尿病に分類される（江本、2013）。2 型糖
尿病の場合、治療の過程では、薬理的治療法に加えて、患者当人の生活習慣を改善すること
が求められる。特に食生活の改善や適度な運動を続けることが求められるが、従来の生活習
慣を改善することには困難を伴うことが多く、中には生活習慣を改善できずに糖尿病の治
療が進まないというケースも多い（江本、2013）。日本人糖尿病患者の大多数を占める 2 型
糖尿病を予防するための施策を考案し、加えて 2 型糖尿病患者が生活習慣を何らかの方法
で改善するための処方を探ることは、喫緊の課題であるといえよう。また、近年の研究によ
れば、血糖値の低下が衝動的な消費行動や意志力の低下をまねくことが報告されている
（Gaillot, et al., 2007）。血糖値の低下が衝動的行動や意志力の低下を引き起こすとする研
究知見は、糖尿病予備群の人々および２型糖尿病疾患を抱えた患者が、予防や治療の一環と
して行う糖質制限が、かえって当人の意志力を低下させ治療や予防を困難なものにするこ
とも考えられる。しかしながら、血糖値の低下と衝動的行動や意志力の関係は、実験室実験
における行動レベルの研究知見は報告されているが、脳活動レベルでの理解は進んでいな
い。また、従来報告されている研究における衝動的行動や意志力の測定方法は、行動経済学
および実験経済学研究で蓄積されている測定手法とは異なっており、両者の関係性に関し
ては行動経済学、実験経済学的な観点から鑑みると未だ明らかではない。 
 こうした背景のもと、申請者はこれまで１型、２型両糖尿病患者を対象にし、行動経済学
的要因と患者の治療経過との関係を検討する予備的調査課題を進めてきた。具体的には、１
型、２型の両患者群に凸時間予算制約のもとでの時間割引課題（Convex Time Budget 法：
Anderson et al., 2008, Kurokawa, Inukai and Ohtake, in preparetion）やリスクテイキン
グ行動を測定するタスク等を実施した。予備的検討の結果、１型糖尿病患者に比べ、２型糖
尿病患者は近視眼的傾向やリスクを取りやすい傾向があることが示されている。また、２型
糖尿病患者の治療ステージに着目すると、治療が順調に進んでいるステージの患者ほど近
視眼的傾向が小さいというデータが得られている。ただし、これらの研究は現段階では予備
的な検討であり、上述の関係性がどれほど頑健なものかは明らかではない。本研究では、こ
れまで申請者が行ってきた研究を更に展開し、糖尿病予防と糖尿病治療という２つのケー
スを対象に、行動経済学的要因と糖尿病予防、治療の施策を比較検討する。 
 
３．研究の方法 
（１）まず、これまでの研究をさらに展開させる形で、前述の予備的検討で得られた知見をもと
に、１型および２型糖尿病患者を対象に、凸時間制約のもとでの時間割引課題、リスクテイキン
グ行動測定課題、損失回避傾向測定課題を実施し、更に大規模な被験者を対象に１型、２型糖尿
病患者の行動経済学的ファクター、社会経済的背景と両患者群の特性を検討する。加えて、糖尿



病予備群および健常者群を対象に上記の実験を行い、糖尿病発症リスクと行動経済学的ファク
ターとの関連を検討する。 
（２）次に、２型糖尿病患者を対象とし、それぞれの患者の治療経過と行動経済学的ファクター
との関連を検討する。また、当該患者を対象にパネル型の実験を計画し、治療経過に伴い行動経
済学的ファクターに変化が見られるのかを検討する。 
（３）糖質を多く含む食品への課税と消費行動との関連を検討するために、顕示選好理論にもと
づく実選択行動実験を実施する。この実験課題を、糖尿病予備群、１型、２型糖尿病患者群、健
常群を対象に行い、顕示選好の弱公理、強公理、一般公理を各群の被験者が満たすか否かを検討
するとともに、糖質を多く含む食品と健康食品との間で、CES(Constant Elasticity of 
Substitution)効用関数のパラメータを推定し求めたパラメータを各被験者間で比較する。 
（４）（２）および（３）の行動実験課題をもとに、１型、２型糖尿病患者および健常者群を対
象に、fMRI を用いて、各群の脳構造の特徴抽出を行うとともに、課題実施中の脳活動を測定す
る神経経済学的研究を行う。また、糖質制限が意思決定に与える影響を検討する課題も同時に行
うことで、糖尿病患者の治療施策と効用モデルとの関連を検討する。 
 
４．研究成果 
 本研究期間には、凸時間制約のもとでの時間選好を測定する実験を行う予定であった。そのた
めの前準備として凸時間制約のもとでの時間選好率を安定して測定するための測定課題を新た
に開発するとともに、それらの課題を用いた経済実験を実施するとともに、過去の実験データと
の関連も検討し、測定パラメータの安定性に関する考察を行なった。また、この手法を用いて、
行なった経済実験から生活習慣パタンと時間選好率との間には一定の関連性が見られることが
明らかになった。これらの成果は、Inukai et al.(2023)としてディスカッションペーパーとし
てまとめたうえで、現在査読付き雑誌への投稿中である。 
 また、生活習慣傾向と経済学的ディープパラメターの関連を検討するため、fMRI を用いた神
経経済学的研究を実施した。一連の実験の結果、人々のリスクテイキング行動と向社会的行動と
の間に関連が見られること、またその関連は人々の社会経済的背景のみならず神経科学的機序
を持つことが明らかになった。これらの成果は Scientifice Reports 誌に査読付き論文として
掲載された（Ogawa et al. 2018）。 
 なお、本課題をさらに展開するために国内学会、国際学会を実施した。国内学会としては、2019
年 12 月に第 12 回日本人間行動進化学会を、国際学会としては The 23rd Experimental Social 
Science Conference を 2019 年 12 月に開催し、両学会を通じて国内外の有識者を招き、研究交
流を行い、本課題に関する意見交換の機会を持った。 
 なお、本課題に関する一連の成果をまとめ、考察するための書籍を現在執筆中であり、近日中
には出版の予定となっている。 
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